
第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（4）平成18年度の積立比率   

平成18年度の積立比率の実績と将来見通しとの帝離を再度まとめておくと次の図  

表3－5－5のとおり、厚生年金で0，3、国共済＋地共済で0．4（時価ベースでは0．9、以  

下同じ。）（国共済、地共済別では、国共済△0．1（0．2）、地共済0．5（1．2））、私学共済  

で0．2（0．6）となっている。  

図表3－5－5 平成18年度積立比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの帝離状況  
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図表3－5－4 平成18年度収支比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの解離に対する主な要因の寄与分   
（図表3－5－ユの輯替え）  

将来見屈しとの鹿躍【の＃乍誓閃  厚生年金  L蓑】・炸済＋池井7斉   1封英†斉   地共煽   私竿共i斉   

18年反収文比j■についての耶欄甘栗和一   ％  娼   施  ％  ％  ％  ％   

将来見屈し）  ⊥仝6－81  

総合費用   △2．2 ［△2．3］  0．9  ［0，島］   
17年度組合費用の乗離分   い．り  △1．3 〔△†．4］  1．9  ［1．9〕           上2，8］  △0．8 ［△0．9］  1．9   ［1．9二  △1．6 【△1．6〕  0．7   【0．6］   
年金改定率（18年度）   【△0．2］  △0．2 ［△ 0．2］  △0．2 ［△0．2〕  △0．2 ［△0．2］  △0．2 ［△0．2］   
年金改定率以外（ほ年度）   〔△1．5］  △0．3 【△0．3］  ．0．2   rO．2〕  △0．5 ［△0．5］  0．4   ［0．4］   

保険料収入   ［△1．1】  3．0   【3．り  0．9   ［1．0〕  3．4  ［3．7】  0．1  ［0．り   
17年度保険料収入の帝離分   ［△0，9プ  1．4   【1．5］  △0．3 ［△0．3］  1．8   ［1．9］  0．1  ［0．1］   
名目貸金上昇率（18年度）   ［1－4］  1．1  ［1．2］  1．2   【1．2］  l．1  ［l．1］  1．3   ［1．2〕   
名日債金上昇率以外（18年度）   「△1．61  0．5   rO．5］  0．1  （0．1〕  0．6  ［0．6］  △1．3  t△1．2 

運用収入   ［△6．8〕  △1】．4 【△8．9］  △4．6 【△4－0］  △13．1［△10．2】  △10．0 ［△13．0］   
16年度末積立金の重職分   ［△0．51  △0．1 r△ 0．5］  0．0 ［△0．3j  △0．Z ［△0．6］  △0．1 【△ 0．B］   
名目連用利回り（17～18年度）   ［△ 6．4】  △11．3 ［△臥5］  △4．7 ［△3．8】  △13．0 【△9．7】  △9．9 ［△12．3］   
運用収入以外の収支残（17、18年度）  【0．1】  0．1  【0．1］  0．1  ［0．1】  0．0   ［0．0］  0．0   【0．01   

用年度職員比率についての司Etき1リリと  ％   施  
100 「1001   したときの構成比  ‘施  ％ 1（抑 1（抑1  ％  ％ 100 100  ％ ク○ 100 ⊥迎L   

総合t用   ［△16］   13   ［19］  △105 ［△163コ   19  【26】  △10 ［△†］   
17年皮紐合資用の荊椎分   【△41］   8   ［12〕  △104 【△1631   13   ［19〕  △7 【△5］   
年金改定率（18年度）   【3］   2   ［3〕   11  ［18】   1   【2〕  2   ［1〕   
年金改定率以外（18年度）   【22］   3   【4］  △12 〔△18］   4   【5j  △4  【△3〕   

保険料収入   △30 ［△44］  △53 ［△83】  △29 【△42〕  △2 ［△り   
17年度保険料収入の乗艇分   【14  △14 【△20］   17   【26】  △15 【△22ユ  △2  ［△1〕   
名目貸金上昇率（18年度）   r△21］  △ll 【△16〕  △65 ［△103］  △9 ［△13］  △14 【△10〕   
名目貸金上昇率以外（18年度）   ［23］  △5  【△ 7〕  △4  ［△7】  △5  【△71  14   ［10〕   

運用収入   ［100］  117  ［125］  257  ［封7］  110  ［】16］  111  い08】   
16年虎夫積立金の華厳分   L7】   2   【7］  △2   ［25］   2   ［6］  1  【6〕   
名目連用利回り（17～18年度）   【941  116  ［118］  263  ［327〕  109  ［110］  111 ［102］   
連用収入以外の収支域（17一－18年度）  t△11  △1  t△l］  △4  ［△6〕  △0 ［△l］  △0 ［△0］   

9．7  7．1  

［10，3】  ［7，4コ   

9．3  7．2   
0．4    △ 0．1  

［0．9］  ［0．2】   

3．8  △1．5  

［10．2ユ  ［3．り  

10．6  10．3  

［11，2】   ［10．8］  

10．0  10，1   
0，5  0．2  

［1，2】  ［0．6］   

5．5  1．6  

［12，2］  ［6，4〕  

平成1昨度積立比率実績  

将来見通し  

［6．2］   

5.9 ．．  

［0．3］  

［5．3］  

禿離（＝実績掃来見通し）  

乗艇の割合（実績／将来見通し1）（％）  

注1：し］内は、時価ベースである。   

注2：厚生年金の実績は、厚生年金基金の最低責任準備金などを加えた「実績推計」である。   

注3：将来見通しは、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担について、平成16年改正後の引上げ分を反映し  

た加工値であり、年金数理部会にて推計した。   

注4：「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  

（5）積立比率の帝離の発生要因別分解方法   

平成18年度の積立比率の実績が16年財政再計算における将来見通しと帝離した要  

因として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する注1。  

○前年度末積立金が将来見通しと異なったこと  

○総合費用注2が将来見通しと異なったこと  

注1各要因が平成18年度の積立比率の将来見通しとの帝離に与えた寄与分の計算方法は、章末の  

補遺4参照のこと。本節で行う各要因の寄与分の計算は、補遺4で示した算式・計算順によった  

場合のものである。一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くことがあること  

に留意されたい。   

注2 「実質的な支出一国庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算出に使用される。  

？主∴］内は、時価ベースであるn  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   第3章◆平成脚  
（6）積立比率の帝離分析結果   

一積立比率の帝離は、概して前年度積立金の帝離による－  

この計算結果によると（快】表3－5－6）、厚生年金の蒋離0．3に対して前年度末積立金   

の華離分の寄与は0．4、国共済＋地共折の乗離0．4に対しては0．2（時価ベースでは、   

釆離0．9に対して0．8）（同共済の垂離△0．1に対しては0．0（時価ベースでは、垂離0．2   

に対して0．4）、地共済の釆離0．5に対しては0．3（時価ベースでは、罪離1．2に対して   

0．9））、私学共済の釆離0．2に対しては0．3（時価ベースでは、垂離0．6に対して0．8）   

となっている。  

平成18年度の桜、鳥ヒ率が同共済（簿価ベース）を除く各制度で16年財政再計算に   

おける将来見通しを上凹った乗離の主な要因は、国共済十地共済（簿価ベース）及び   

地共済（簿価ベース）を除き、前年度末積立金の禾離によるものとなっている。  

lヌl表3－5－6 平成18年度粘土比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの蒋離に対する各発生要因の寄与分  

018年度の年金改定率以外の要因が将来見通しと異なったこと注3の寄与分  

に分け走注ヰ。   
注1各制度の将来見通しは、平成17年度以降に関し作成されているので、平成17年度以前の帝離  

の寄与までは遡らなかった。   

注2 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項目でみた収支残のことである。   

注3 受給者数や被保険者数の釆離など人口要素を含んでいることになる。   

注4 計算方法の詳細は章末の補遺4参照のこと。  

結果は次の図表3－5－7のとおりである。この要因分解の結果によると、  

1）平成17年度の名目運用利回りが平成16年財政再計算における将来見通しと異な   

ったことの寄与は、総じて大きくプラス（18年度積立比率を増やす方向に作用）に   

働いたこと  

2）平成18年度の年金改定率及び年金改定率以外の要因が平成16年財政再計算にお   

ける将来見通しと異なったことの寄与は、概して小さかったこと  

などがわかる。  将来見通しとのj闇露の発牛要因  J草生柾爺l 国典清三聴共済 l   間共済   l   地共済   l  私草共済   

：8年度庸立It童の将来見通しとの  
布l堀  

（再掲実組将来見通L）  軋0・1  0．9」 △〔1 ＿【⊥む■【Ⅷ＿且息岬＿⊥⊥邑＿▼一息」叩迫止」   
前隼度未柑立食   ィト1j   o，2  ：081  00   0Ji］  0．3   0．9l  o． 
総合雀・用   △0，1と   0∴  0．11 △01 二△C11  0，3   0．3j  △0．1 二△0∴］   

1さ年度fか汀比率の将未見適しとの  
垂離を100上した構成比  

＿＿』迫」＿＿《＿皿＿（＿▼【【」題」【【＿－」必」＿＿（＿⊥皇山＿W一迫9－＿⊥虹■【＿ぶ王」一過」   
前年度末僧堂金   120］   59  S√11 △ご7   163］   49    77］  17ユ   118   
総合骨相   △20」   一11  16   127  こ△631   51   二23］ △7； ．△1針  

図表3－5▼7 平成18年度積立比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

串架見通しと√J尭現J）乾生辛匠  厚生年金】  国共諦十柚爽済  】  ヨ♯渚  l  推炸済  l  乾草共済   
柑年度積立比辛の将来見通しとの事書  

（稟I■一将来見通し）  tO3】   04   〔09L  △01   p2l   O5    L12ユ    りL‖＿」0り   
爪年度末積立金   〔04】   02   ［08】   00    tOヰ】   03   【09】   03   【08］   

川年度末積立金のホÅ分   「011    01    rO21  △00    「011  01   「031    00    「041   
1丁年正   「021   02    「06「    00    †021   02    「0Tl    O2    「0引   

名目運月利回〔   ［ひ，3ユ    0，コ   ［0．b］   0．1  ［0．3〕   0，こ    叶7】   0．3   ［0．4］   
運用収入以外ノ）収支札   ［△0－0］  ご＼0D  こ△00つ   △0．0  ［△0－D〕  △0．0  〔△0．0】  △0．0  〔△0，0］   

総合貞用   r△0り    01   〔0り   △01 ［△01】   03    工03】  △01 【△01】   
17年度総合費用の車且分   「△OZl   Ol    rOll  △01 「△011   02    rO21  △01  r△O11   
柑年度   「011   01    rOll  △00  「△001   01   「011  △00  「△001   

宝金改定率   0，0】   00   ［0．0］   0．0   ［0．0〕   u．0   ［0．0】   00   ［0．0］   
立金改定率1’1外   01】   00   ［00］  △0．0  こ△0．0］   0．1   ［0り   △0，1  こ△01〕   

18年度積立比率の将来見通」との市札をl町と  
した★成比   【100】   100   【1（氾】   100   【100】   100   【l∞】  100   い00〕   

椚年度諷積立金   【120】  59   【84】   △27   【163〕  49   【77】    川   【＝8】   

16年虎夫積立金のホ1分   【46】  †5   ［24】  11   【53】  14   【2り  23   【55】   

＝年膚   【74】  叫   【61】   △38   【1】0】  35   【56】  148   【63】   

名目運用利回り   ［8：つ  4b    二62］   △51   こ117］  37    こ57］   154   ［b4〕   
運用収入以外の収支稚   ［△B】   △3  ：△り  13   こ△7］   △こ  ［△り    △5  ［△1］   

総合費用   L△20】  41   【16】   127  【△63】  51   【23】   ム71 ［△18】   

】7年鷹総合費用のホ離分   【△52］  26   【10】   127  【△も3】  36   【16】   △53  【△14】   

18年正   【32］  14    【6】   △18  【△5］   

年金改定率   〔4］  

15    【6】     0  【△0］  
6     こ：］   △ ‖    ［7］  4    ［：】  13  〔3】   

正金改定率以外   ご8］  リ    ［4］  11  〔△7】  10    ［5コ    △31  ［△8】   

注   t内は、叫価ベースである。  

「前年度末積i【た金が将来見通しと異なること一 の要因としてさらに、前節の積立金  

の乗離分析でみたのと同様に、再計算の将来見通しの初年度における前年度末積立金  

及びそれ以降の各年度における名目運用利回りや運用収入以外の収支残が将来見通し  

とぅ一昌なったことが考えられるので、この寄与分について、   

016年度末の桜、一上金が将来見通しと異なったこと庄1の寄与分   

017年度について名目運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分   

017年度について運用収入以外の収支残肌が将来見通しと異なったことの寄与分   

に分けた。また、「総合費用が将来見通しと異なること」の要因についても、毎年度  

の年金改定率が将来見通しと異なったこと等が考えられるので、この寄与分をさらに、   

017年度の総合費用が将来見通しと異なったこと注1の寄与分   

018年度の年金改定率が将来見通しと異なったことの寄与分  

注：［］内は、時価ベースである。  

ー153 －   一152 －  



第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

上式には、保険料収入や国庫・公経済負担の項は含まれず、国庫・公経済負担の増加は実質的な支出額   

には影響を与えない。  

一方、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担の増加であることから、「実質的な支出一国庫・公経済負   

担」や基礎年金に関する支出（＝基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分除く））を加算額（K。）だけ減少   

させ、基礎年金拠出金が含まれない独自給付に関する支出（＝実質的な支出一国庫・公経済負担一基礎年   

金拠出金（国庫・公経済負担分除く））には影響を与えない。また、国庫・公経済負担の増加により収入が   

増加するため、運用収入や積立金を増加させる。  

運用収入は、前年度末積立金と当年度の運用収入以外の収支残、運用利回りから計算できる。n年度の   

運用利回り（B。）を次のように定義する。  

B。＝n年度の運用収入／（n－1年度末積立金＋n年度の運用収入以外の収支残／2）   

平成16年財政再計算において、運用利回りには手を加えず、運用収入以外の収支残を、基礎年金拠出金   

に係る国庫・公経済負担の引上げによって加工した結果とすることにより、運用収入にも、この制度改正   

が反映されることとなる。具体的な変換は、前述のとおり n年度の運用利回りをBい 国庫・公経済負担   

の加算額をKnとすると、以下のとおりである。   

【運用収入】：平成16年財政再計算における平成n年度運用収入（Ⅰ。（n＝17～））を次のように加工する。   

第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

補遺1  

平成17年度以降の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの比較のための加工について   

平成16年財政再計算における平成17年度以降の将来見通しには、平成16年の制度改正の内容は織り込   

まれているが、その後の制度改正は織り込まれていない。したがって、平成17年度以降の実績と平成16   

年財政再計算における将来見通しとの比較において、単純に差をとって違いをみても、その違いには、経   

済要素や人口要素のはかに制度改正要素に起因するものも含まれるので、分析が複雑になる。そこで、単   

純化のため、財政に影響を与える制度改正を既存の平成16年財政再計算における将来見通しに反映させ、   

加工した推計値と平成17年度以降の実績とを比較することにより、その違いの要因を経済要素や人口要素   

などに限定し、制度改正要素に起因するものを除外することとする。  

財政に影響を与える制度改正として、平成16年財政再計算における平成17～20年度の基礎年金拠出金   

に係る国庫・公経済負担については、平成16年改正に基づき各制度とも基礎年金拠出金の（1／3＋11／1000）   

相当額として見込まれているが、その後の制度改正により当該国庫・公経済負担が引き上げられている（図   

表2一卜7参照）。平成17年度以降の具体的な負担（国庫・公経済負担割合及び定額分）については法律で   

明記されているので、平成17年度以降の引上げ分に相当する額を平成16年財政再計算における国庫・公   

経済負担の将来見通しの軌こ加算することとする。これによって、実績と平成16年財政再計算における基   

礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担割合等の違いを消すことができる。なお、平成20年度の引上げ後の   

国庫・公経済負担割合は平成19年度と同じとしている。  

財政見通しにおけるn年度の国庫・公経済負担の加算額（K〔（n＝17～20））を以下のとおりとする。（平   

成21年度以降はK．1＝0とする。）  

Kn（n＝17～20）  

＝ 将来見通しにおけるn年度の基礎年金拠出金  

×（n年度の基礎年金拠出金の国庫・公経済負担害恰（平成17年度以降の制度改正を反映したもの）  

－（1／3＋11／1000））  

＋ 基礎年金拠出金の国庫・公経済負担の定額分（平成17年度以降の制度改正を反映したもの）   

平成16年財政再計算における平成17年度以降の年度末積立金の加工値は、上記を総合させることによ   

って得られる。具体的には、上記の表記を用いて、平成n年度末積立金（A。）は、K。に係る加工を行うと  

次のような変換となる。   

【積立金】：平成16年財政再計算における平成17年度以降の年度末積立金を次のように変換する。記号は  

これまでの記述と同じ。  

全制度共通  An → An＋∑t，．卜nKtX（1＋Bt／2）×rl。：，＋卜n（1＋Bu）  

実質的な支出額は、保険料収入と国庫・公経済負担で賄う費用であり、給付費、基礎年金拠出金、その   

他拠出金の合計から追加費用、基礎年金交付金、その他交付金等収入を控除したもので表される。  

実質的な支出額＝給付費＋基礎年金拠出金＋その他拠出金  

一迫加費用一基礎年金交付金－その他交付金等収入  
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て第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

牛財政再計算における将来見通しとすれば、式（3）は平成16年財政再計算における平成18年度末積立金   

と一致する。  

○ なお、私学共済では平成18年度において固定資産についての損益外減損処理を行っているため、当   

該処理に係る額D。は帝離の要因となる（当該処理の無い制度や年度についてはDn＝0と扱う）。本市   

離分析上当該処理は年度末に一括して行われたものとすると、式（3）は次のようになる。   

A18＝A16×nて＝1ト1。（1＋Bt）＋∑t＝．7～ほ［cて×（1＋Bt／2）＋Dt］×IIL，て．l～18（1＋Bu）・・・（4）  

○ 推計式（4）において下記①～☆の値を簿価ベース、時価ベースごとに計算する。  

①  

A16、Br、Cn（n＝17～18）、D18すべてに実績を代入［平成18年度末積立金の実績となる］  

②～⑥  

A16、Bn、C。（n＝17～18）、Dz8に順次、表のように、実績、平成16年財政再計算における将来  

見通しを代入  

☆  

A16、Bn、Cn（n＝17～18）、Dほすべてに平成16年財政再計算における将来見通しを代入［平成  

18年度末積立金の将来見通しとなる］  

①と☆の差「①－☆」が実績と平成16年財政再計算における将来見通しとの帝離である。  

①と②の違いは、推計式（4）において平成16年度末積立金A16として、実績を代入するか、平成16   

年財政再計算における将来見通しを代入するか、だけの違いである（Bn、Cn（n＝17～18）、D18は①、②   

ともすべて実績を代入）。したがって差（①－②）は、平成18年度末時点の積立金の帝離（①－☆）に   

対し、平成16年度末時点における積立金の将来見通しとの帝離が寄与した分とみなすことができる。  

②と③の遠いは、推計式（4）の平成17年度における「名目運用利回り」B17に実績を代入するか、平   

成16年財政再計算における将来見通しを代入するかの違いである。したがって差（②－③）は、平成  

18年度末時点の積立金の帝離（①－☆）に対し、名目運用利回りが平成17年度で将来見通しと異なっ   

たことが寄与した分とみなすことができる。同様に、差（④－⑤）は、名目運用利回りが平成18年度   

で将来見通しと異なったことが寄与した分とみなすことができる。   

③と④の遠いは、平成17年度の「運用収入以外の収支残」C17に実績を代入するか、平成16年財政   

再計算における将来見通しを代入するかの違いである。したがって差（③－④）は、平成18年度末時点   

の積立金の帝離（①－☆）に対し、運用収入以外の収支残が平成17年度で将来見通しと異なったことが   

寄与した分とみなすことができる。同様に差（⑤－⑥）は、運用収入以外の収支残が平成18年度で将来   

見通しと異なったことが寄与した分とみなすことができる。   

私学共済の（⑥－☆）の差は、平成18年度の損益外減損処理に係る寄与分である。   

このようにして、平成18年度末時点の積立金の帝離（①－☆）を分解したものが図表3－4－3である。  

第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

補遺2  

平成18年度末の積立金の実績と  

平成16年財政再計算における将火見通しとの市離の要凶分解について  

平成18年度末の積立金の実績と平成16年財政再計算における将来見通し（平成16年改正後の国庫・公  

経済負担引上げを反映した加工値。以F同様。）の市離の要因分解（帝離に対する各要因の寄与分の計算）  

は、以卜のようにして行った。  

図表3－4－4の要因分解  

○ 平成18年度末の積立金は、平成16年度末積立金、平成17～18年度の収支残を使って、次のように表   

される。  

18年度東棟立食＝16年度末積立金＋∑．＝17、18（t年度の収支残）  

〇 収支残は、前年度末の積立金から影響を受ける「運用収人」と、前年度末の積立金からは影響を受け   

ない「運用収入以外の収支残」に分けられる。  

収支残＝運用収入＋運用収入以外の収支残  

○ 名rj運f胴り［口】りを、  

名目運用利回り＝運用収入／（前年度末積立金＋運用収入以外の収支残／2）   

として算出する。この名臣］運用利回りを用いると、逆に運用収入を次式から算出することができる。  

運用収入＝前年度末積立金×当年度の名目運用利回り  

＋当年度の運用収入以外の収支残×当年度の名目運用利回り／2  

0 本年度末積立金は、前年度末積立金と当年度の運用収入以外の収支残、当年度の運用収入の合計であ   

るから、この運用収入の算出式を用いると、  

本年度末梢立命＝前年度末積立金×（1＋当年度の名目運用利回り）  

＋当年度の運川収入以外の収支残×（1＋当年度の名目運用利回り／2）‥・（1）   

となる。  

○ ここで、  

A．、：平成n年度末の積立金  

B．、：平成n年度の名‖運用利回り  

C．、・平成n年度の運用収入以外の収支残   

とおけば、式（l）は  

A．、＝A．、1×（1＋B。）＋C．、×（l＋B．ノ2）‥・（2）   

と表されるが、平成16年度末積立金、平成】7～18年度の各々の名目運用利回り、平成17～18年度の各々   

の運用収入以外の収支残を式（2）に繰り返し代入すると、平成18年度末積立金は以卜のとおりになる。  

A18＝［AL6×（1＋B17）＋ClTX（1＋B17／2）］×（1＋B川）＋CLbX（1＋B18／2）  

＝A16×nて＝1ト1ど（l＋BT）＋∑t＝．ト．当CtX（1＋Bt／2）×n照付項（1＋Bu）‥・（3）   

A川、B‖、C，（n＝17～18）をすべて実績（簿価ベース、時価ベース）とすれば、式（3）は実績の平成18年   

度末積立金（滞価ベース、時価ベース）と一致する。また、A16、臥－、C。（n＝17～18）をすべて平成16  
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変数への代入数値組合せ表  表3－4－6の要因分解   

16年度以前  
の基礎的数  18年度の基礎的数値  

値  

17年度末梢立金  
推計値   立金  回り  外の収支残    回り  外の収支残   処理   

A17   A16  BlT  ClT  B18  C18  
実弟賓  

D18   
口〕実績   実    百  実績  
擾）推計値    将  ′．温適提      実    喜k R  実績  実績  
（刀 推計値      ー  ≡      一→  実績   

実績   
栗随綜   票′ ㌻＝   み、ヽ 丁    忘  羽撃稼楚通遅   笥霧喜  遁世  実績   

☆ 将来見通し    将ニ′     見  通  頓  ；聯   兄適磁   矧陸軍帯  将閤じ     】 ＝＝・＝ ㌶    屯  瀾適鷹   

○ 名目運用利回り及び運用収入以外の収支残が将来見通しと異なったことの寄与分についてさらに要因   

分解を行うことで、平成18年度末の積立金の実績と将来見通しの帝離の分解をより細かいものにした。   

その際、経済要素に関しては、以下述べるように、名目賃金上昇率を基準に捉えることとした。  

O n年度の「名目運用利回り」Bnを次式のとおり、「被用者年金全体の名目貸金上昇率」Bb。と「実質的   

な運用利回り」Banに分解する。  

1＋名目運用利回り＝（1＋実質的な運用利回り）×（1＋被用者年金全体の名目賃金上昇率）  

1＋B。＝（1＋Ban）×（1＋Bbn）・・・（5）  

O n年度の「運用収入以外の収支残」C。は、（運用収入以外の収支残）＝（保険料収入）－（給付費等）   

と表すことができる。ここで「給付費等」とは、保険料収入から運用収入以外の収支残を控除したもの   

のことであり、給付費や基礎年金拠出金などの支出額から、運用収入及び保険料収入以外の国庫負担、   

基礎年金交付金などの収入額を控除したものである。  

○ 保険料収入は、対象としている当該制度の名目貸金上昇率に連動して変動し、「給付費等」は年金改定   

率（物価スライド率等）に連動して変動するものと考えられる。  

保険料収入と当該制度の名目貸金上昇率との関係については、名目賃金上昇率が年度末における1人   

当たり標準報酬額の前年比であり、標準報酬月額の改定は通常9月分からであることや納入月等も考慮   

し、当年度の名目賃金上昇率の半年分と前年度の名目貸金上昇率の半年分が保険料収入に織り込まれる   

ものと考える。   

ここで、ひとつのモデルを考える。各年度末現在における1人当たりの標準報酬額の比が、  

一1  

前々年度末   前年度末   当年度未   

標準報酬額の比   1＋X   （1＋X）×（1＋Y）   

であるとし、この年度間において人数変動が起きないとする。  

当年度中の保険料  前年度中の保険料   

当年度中の標準報酬額と前年度中の標準報酬額の比をβとすれば、  

（1ノ2）×（1＋Ⅹ）＋（1／2）×（1＋Ⅹ）×（1＋Y）   （1＋X）×（1＋Y／2）  

1＋X／2   （1／2）＋（1／2）×（1＋Ⅹ）   

p≒（1＋X／2）×（1＋Y／2）  
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第3章◆平成16年財政再言十算結果との比較   

○ 図表34－3の作成と同じようにして、以上16個の基礎的数値を順に、実績から将来見通しへ入れ替え、  

式（7）の値の差を計算することで、各基礎的数値が将来見通しと異なったことの寄与分を得ることができ   

る。   

なお、平成17～18年度の各年度についてCb，、とCc，・は同時に入れ替え、入れ替えたときの雅計式（7）の   

値の差を、それぞれ平成17～18年度の（運用収入以外の収支残における）「被用者年金全体の名目賃金   

上昇率以外の経済要素が将来見通しと異なったことの寄与」とした。   

同様にCdrとC。。も同時に入れ替え、入れ替えたときの推計式（7）の値の差を、それぞれ平成17～18年   

度の（運用収入以外の収支矧こおける）「人口要素等が将来見通しと異なったことの寄与」とした。   

変数への代入勧欄‖岨会せ♯  

第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

運川収入以外の収支残の乗純分析の際には、このような半年分の調整を各被用者年金制度と被用者年金  

全体について以Fのように行うこととする。  

制度の名目賃金上昇率  

＝（1＋当該制度の当年度名目賃金上昇率／2）×（1＋当該制度の前年度名目賃金上昇率′／2ト1  

被用者年金全体の名「」賃金上昇率：C己。  

＝（1＋被用者年金全体の当年度名目貸金上昇率／2）  

×（l＋被用者年金全体の前年度名目賃金上昇率／2）－1  

一方、年金改定率と給付費等との関係についても、年金改定（物価スライド）は通常4月分からであ   

り当該年金の支払いは6月からなので、年金改定率の影響は前年度2ケ月分、当年度10ケ月分が当年度   

の給付費等に織り込まれるものと考えられるため、保険料収人と同様の考え方による処理を行うことと   

する。  

○。年度の「制度の名F】賃金上昇率が0％の揚合の保険料収入」Cd。と「年金改定率が0％の場合の給   

付費等」Cenを以Fのとおりとする。   

制度の名日貨金上昇率が0％の場合の保険料収入‥Cd．、＝保険料収入／（1＋当該制度の名目賃金上昇率）  

年金改定率が0％の場合の給付費等＝Ce。＝給付費等′／（1＋年金改定率）  

○ また制度の名目賃金上昇率と被用者年金制度全体の名目賃金上昇率の関係として、n年度の「制度の   

名LI賃金上昇率の被川音年金全体の名甘賞金上昇率に対する比率」Cb‖と、「年余改定率の被用者年金全   

体の名目賃金上昇率に対する比率」Cc、、を以下のとおりとする。  

制度の名目賃金上昇率の被用者年金全体の名日貨金上昇率に対する比率‥Cbn  

＝（1＋当該制度の名目賃金上昇率）／（1＋被用者年金全体の名目賃金上昇率）  

年金改定率の被川者年金全体の名目賃金上昇率に対する比率・Cct、  

＝（1＋年金改定率）／（1＋被用者年金全体の名F］賃金上昇率）  

○ すると、運用収人以外の収支残は、以下のように表されることになるe  

運用収入以外の収支残：C‖＝保険料収入一給付費等  

＝Cdt．×Cb＝×（1＋Ca‖）－CenXCcl、×（1＋Can）・・（6）  

○ 式（4）～（6）により、平成18年度末の積立金Aldは、以下のように表されることになる。  

Alビ＝AlbXnT；lト、い（l＋Bt）＋∑．＝1ト1。［C：×（1＋Bt／2）＋Dt］×fl抑1、1y（1＋Bu）  

＝AIUXnて＝17、1日（1＋Bat）×l1日了、Ib（1＋Bbt）  

＋∑て＝．ト1。（［cdTXCbtX（1＋Ca．）－Ce．×Cc一×（1＋Cat）］  

×［1＋（1＋Bat）×（1＋Bbt）］／2＋Dt）  

×IIJ刊、．臼（1＋Bau）×rl。1，ト、＝（1＋Bbu）・・（7）   

推計式（7）の変数Al。、Ba．、、Bb．1、CaE、Cb．、Ccn、Cdr、Cen（n＝17～18）、Dl出に実績又は将来見通しの数   

値を次頁の表のように代人していき、推計値（1）～（☆）まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与   

を計算することができる。例えば、積立金計算の基礎的数値すべてに実績を入れれば、平成18年度末積   

立金の実績が得られる。また、積立金計算の基礎的数値すべてに将来見通しを入れれば、平成18年度未   

積立金の平成16年財政再計算における将来見通しが得られる。  

17年覆の基欄持切艶■  ＝一 丁■二’・‾L  

ヰ ■                        柑正以 れの基ヰ  
●   のため  蛙済■素  人口■薫嶋  

書朝丘  のも盲  ■奮十■  

平成18年度末積立金の推計値一覧  

厚生年金  国共済＋地共済  国共済  地共済   私学共済   
兆円   億円  億円   億円    倍円    億円  億円  億円    億円  

（l）実績  「173．61  485．208 「512．4091   88．137「92．1621   397．071「420．2461  33．834  「35．5631   
（2）推計値  「169．41  482．413 「50l．0681    8臥287「90．6591    394．126「410．4081  33．710  「34．3621  

十値   l159，7  467．311 1464．694    86．332 ほ6，137    380．979 r378．557  32，406  32．517」  
十値   L162．0」  473，956 1471．303」    87，567 L87，369    386，389 L383，934  32．864  L32，977」  
十値   「161．9］  473．863 「471，2101    87．548「87．3511    386．315「383．8601  3乙861「32．974］  
十値   1162．3  474．540 1471．884    87．700187，502    386．8401384，382  32．926133．039  
十値   「162．81  474．475 「471．8191   87．752「87．5541    386．722「384．2651  32．893「33．0061  
十値   「158．11  457．789 【457、7891   85．338「85．3381    372．451「372．4511  31．757「3l，757］  
十値   「161．41  467．446 「467．4461   87．143「87．1431    380．303「380．3031  32．430「32．4301  

「16l．31  467．296 「467．2961   87．107「87、107「    380．189「380．1891  32、426「32．426 十値              1  （11）推計値   【161．81  468．112 「468．1121   87．280「87．2801    380．832「380．8321  32．497［32．497〕   
（12）推計値  「16l．11  468．829 「468．8291   87，508「87、5081    38l．321「381．3211  32．470「32．4701   

（☆）将来見通し   「161．11  468、829 「468．8291   87．508「87，5081    381．321「381．3211  32．825「32．8251   

注  j内は、時価へ－スである。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

補遺3  

平成18年度の収支比率の実績と  

平成16年財政再計算における将来見通しとの帝離の要因分解について  

平成18年魔の収支比率の実績と平成16年財政再計算における将来見通し（平成16年改正後の国庫・公  

経済負担引上げを反映した加工値。以F同様。）の帝離の要因分解（帝離に対する各要因の寄与分の計算）  

は、積立金と同様の変数を用いて以Fのように行った。  

て第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

年度の増減率をRBn（＝B。／Bn＿1－1）とし、平成n年度の年金改定率Hnとそれ以外の要因に分解してみ  

ることとする。  

RBhn＝（1＋RB。）／（1＋Hn）－1  

と定義すれば、Ⅷhnはn年度の年金改定率が0％の場合の総合費用の増減率を表すこととなる。総合費用  

をこれらを用いて表すと次のようになる。  

Bn＝Bn▼．×（1＋Hn）×（1＋RBh。）・・・（3）   

保険料収入の増減は、経済要素として各制度別の名目賃金上昇率（年齢構成の変化による影響を除き、  

9月昇給の半年分調整後）、人口要素として被保険者数の増減による影響が主要なものであると思われる。  

平成n年度の保険料収入の対前年度の増減率をRCn（＝Cn／Cl、▼．－1）とし、平成n年度の各制度別の名目  

賃金上昇率Inとそれ以外の要因に分解してみることとする。  

RCl。＝（1＋RCn）／（1＋1h）－1  

と定義すれば、RCi。はn年度の各制度別の名目賃金上昇率が0％の場合の保険料収入の増減率を表すこと  

となる。保険料収入をこれらを用いて表すと次のようになる。  

Cn＝C。＿．×（1＋Ⅰ。）×（1＋RCin）・‥（4）   

式（1）に式（2）～（4）を代入して、収支比率を、名目運用利回り、年金改定率、名目賃金上昇率などの要因  

に分解すると以下のようになる。   

A。＝BnLlX（1＋Iin）×（1＋RBhn）／［cn，1×（1＋In）×（1＋RCi。）＋（E。，＋Gn／2）×Fnコ  

・・・（5）   

補遺2で述べたように、積立金は、前年度末の積立金と当年度の名目運用利回り、運用収入以外の収支  

残を用いた漸化式によって表すことができる。平成n年度の運用収入以外の収支残をG。で表すと、漸化  

式は以下のようになる。  

En＝E。1×（l＋Fn）＋GnX（1＋F。／2）   

この漸化式を用いて、平成17年度末積立金を表すと以下のようになる。  

EL7＝E．6×（1＋F17）＋G17×（1＋F．，／2）‥・（6）   

収支比率の要因分解を式（5）、（6）を用いて平成17年度（積立金は16年度）まで遡って繰り返し行うと、  

次のようになる。  

A18＝Bl，×（1＋H18）×（1＋RBh18）  

／［c17×（1＋Il。）×（1＋RCi18）＋E16×（1＋F17）×F18  

＋G．7×（1＋F17／2）×F18＋G18×F．8／2t‥（7）   

推計式（7）の変数Bl，，C】7，E16；Hl。，RBh18，T．も，RCilB；F、，G，（t＝17～18）に実績又は将来見通しの  

数値を次頁の表のように代入していき、推計値（1）～（12）まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与  

を計算することができる。例えば、推計値（1）－推計値（2）は、平成17年度の総合費用の帝離の寄与分であ  

る。   

なお、推計値（1）は平成18年度収支比率の実績となり、推計値（12）は平成16年財政再計算における平  

成18年度の将来見通しとなる。   

推計結果（式（7）の値）は次々表、用いた基礎的数値は167～168頁のとおりである。  

図表3－5－2の要因分解  

収支比率は、総合費用を保険料収入と運用収入の合計で除して得られる比率であり、平成n年度の収支  

比率をAい平成n年度の総合費用をBn、平成n年度の保険料収入をCい平成n年度の運用収入をDn  

とすれば、次の式で表される。  

A．、＝Bn／（Cn＋Dn）‥・（1）   

推計式（1）の変数B⊥b，Clじ，Dl。に実績又は将来見通しの数値を次の表のように代入していき、推計値①  

～⑥まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することができる。例えば、推計値①一推計  

値②は、平成18年度の総合費用の帝離の寄与分である。   

なお、推計値①は平成18年度収支比率の実績となり、推計値④は平成16年財政再計算における平成18  

年度の将来見通しとなる。   

このようにして、平成18年度時点の収支比率の帝離（①－④）を分解したものが図表3－5－2である。  

／1  

図表3－5－3の要因分解   

収支比率の因子である運用収入は、前年度末の積立金及び当年度の運用収入以外の収支残と名目運用利  

回りによって計算される。平成n年度末の積立金をEい平成n年度の運用収入以外の収支残をGい平成  

n年度の名目運用利回りをF‖とし、名目運用利回りを前年度末積立金と当年度の運用収入以外の収支残、  

運用収入を用いて  

Fn＝D。／（Eh▼1＋G。／2）  

と定義すれば、運用収入は次の式で表される。  

Dn＝（E。1＋Gn／2）×F。‥・（2）   

総合費用は、保険料収入、運用収入など自前財源で賄うこととなる支出であり、給付費、基礎年金拠出  

金（国庫・公経済負担分を除く）などが太宗を占める。総合費用の増減は、経済要素として年金改定率、  

人口要素として受給者数の増減による影響が主要なものであると思われる。平成n年度の総合費用の対前  

ー162 －  －163 一   



第3章◆平成16年財政再言十算結果との比較   

補遺4  

平成18年度の積立比率の実績と  

平成16年財政再計算における将来見通しとの帝離の要因分角引こついて  

平成18年度の積立比率の実績と平成16年財政再計算における将来見通し（平成16年改正後の国庫・公  

経済負担引上げを反映した加工胤以F同様。）の帝離の要因分解（帝離に対する各要因の寄与分の計算）  

は、積立金と同様の変数を用いて以下のように行った。   

ト＿＿・ご丁∴／－i   

積立比率は、前年度末積立金を総合費用で除して得られる比率である。平成n年度の積立比率をAい  

平成n年度の積立金をB．い平成n年度の総合費用をC。とすれば、  

At、＝B，、1／C．1  

である。   

したがって、平成18年度の積立比率A18は次式で表せる。  

Al当＝B17／C18・‥（1）   

推計式（1）の変数B17，C．8に実績又は将来見通しの数値を次の表のように代入していき、推計値①～③  

まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することができる。例えば、推計値①一推計値②  

は、正成17年度末積立金の帝離の寄与分である。   

なお、推計値①は平成18年度積立比率の実横となり、推計値③は平成16年財政再計算における平成18  

年度の将来見通しとなる。   

ニのようにして、平成17年度時点の収支比率の市郎（①－③）を分解したものが図表356である。  

第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

平成18年度収支比率の推計値一覧  

厚生年金  国共済＋地共済   国共済   地共済   私学共済   
％   t7ム  （シ乙  サム  りも  ？も  ％  ％  ％  

（1）実績  95，8［96．4］                   ［104．1］  83．7 ［86．3］   80．3 ［83．4］  76．3［73．2〕   

（2）推計伯   ［10L3］  84．5 ［87．2］  93．9［94．5］  81，9 ［85．0］  75，6［72．6］   
（3）推計値  ［101．5］  84．7 ［87．3］  94．1［94．7］  82．0 ［85．2］  75．8［72．7］  

十値  ［103．0］  85．0 ［87．7］  93．9［94．5〕  82．5 ［85．7］  75．4［72．4］  
十値   し103．9」   83．6  し86．2」  94．2 し94．引  80．7  L83．7」  75．3 L72．2」  

十値  ［102，4］  82．6 ［85，0］  93．0［93．6］  79．7 ［82．6］  74．0［71．1］  
十値  ［104．0］  82．1［84．5］  93．0［93．6］  79．1［82，0］  75．3［72，2］  
十値  ［104．5］  82．2 ［85．0］  92．9［93．9］  79，3 ［82，5］  75．4 ［73．0］  
十値  ［105．4］  82．6 ［86，1］  93．1［94．5］  79．8 ［84．り  75．9［73．9］   

（10）推計値   ［105．3］  82．6 ［86．4］  93．0［94．5］  79．7 ［84，1］  75．9［73．9］   
（11）推計値  ［110．8］  93．5 ［93．5〕  97．6［97．6］  92．2 ［92．2］  85．3［85．3］   
（12）将来見通し   ［110．8］  93．5 ［93，5］  97．6［97，6］  92，2 ［92．2］  85．3［85．3］   

注：1内は、時価ベースである。  

図表3－5－7の要因分解   

補遺2で述べたように、積立金は、前年度末の積立金と当年度の名目運用利回り、運用収入以外の収支  

残を用いた漸化式によって表すことができる。平成n年度の名目運用利回りをD－い平成n年度の運用収  

入以外の収支残をE。で表すと、漸化式は以Fのようになる。  

Bn＝B。lX（1＋D．、）＋EnX（1＋Dn／2）   

この漸化式を用いて、平成17年度末積立金を表すと以下のようになる。  

B17＝BL6×（1＋D．7）＋ E17×（1＋D．7／2）・，・（2）   

総合費用は、保険料収入、運用収入など自前財源で賄うこととなる支出であり、給付費、基礎年金拠出  

金（国庫・公経済負担分を除く）などが太宗を占める。総合費用の増減は、経済要素として年金改定率、  

人口要素として受給者数の増減による影響が主要なものであると思われる。平成n年度の総合費用の対前  

－165 －   ，164 －  



第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

年度の増減率をRC。（＝Cn／Cn．－1）とし、平成n年度の年金改定率G。とそれ以外の要因に分解してみ  

ることとする。  

RCgn＝（1＋RCn）／（1＋Gn）－1  

と定義すれば、肛g‖はn年度の年金改定率が0％の場合の総合費用の増減率を表すこととなる。総合費用  

をこれらを用いて表すと次のようになる。  

Cn＝CnlX（1＋Gn）×（1＋RCgn）・‥（3）   

積立比率の要因分解を式（2）、（3）を川いて平成17年度（積立金は16年度）まで遡って行うと、次のよ   

うになる。  

Al臼＝［B．。×（1＋D17）＋E．7×（1＋D，丁／2）］  

／［c．7×（1＋G，8）×（1十RCg．b）］・‥（4）   

推計式（4）の変数Biじ．ClT；D17，E．7；G艮り RCg】♭に実績又は将来見通しの数値を次頁の表のように代入   

していき、推計値（1）～（7）まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することができる。例   

えば、推計値（1）一推計値（2）は、平成16年度末積立金の帝離の寄与分である。   

なお、推計値（1）は平成18年度積立比率の実績となり、推計値（7）は平成16年財政再計算における平成  

18年魔の将来見通しとなる。   

推計結果（式（4）の値）は次々表、用いた基礎的数値は167～168頁のとおりである。  

3章◆平成16年財政再計算結果との比較  
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平成18年度積立比率の推計値一覧  

厚生年金  国共済＋地共済   国共済   共済   私学共済   

（1）実績  ［6．2］   9．7 ［10．3］  7．1［7．4］  10，6 ［11．2】  10．3［10．8】   
（2）推計値  ［6．0〕  9．6 ［10．1〕  7．1［7．3］  10，5 ［11．0］  10．2 ［10．4］  

十値   ［5．8］  9，5 ［9．5】  7．0 ［7．0］  10．3 【10．3  10．0「10，0］  
十値   L5．8」   9．5  L9．5」  7．O  L7．0」  10．3  LlO．3」  10．O LlO．0」  
十値   ［6．0］  9，4 ［9．4］  7．2 ［7．2］  10．1 ［10．1］  10．1［10．1］  
十値   ［6．0  9．4  ［9．4］  7．2 ［7．2］  10．1 ［10，1］  10．1 LlO．1」  
一見通し  L5．9」   9．3  し9．3」  7．2  L7．2」  10．O  LlO．0」  10，1 LlO．1」   

注：「1内は、時価ベースである。  
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第3章◆平成16年財政再言十算結果との比較  

補遺5  

年金給付費に対する賃金上昇率、物価上昇率の影響について （考察）  

（1）本補遺の問題意識   

本章第4節では、保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇率に応じて増減すると考えられること  

から、実質的な運用利回りを考え、また、積立金の実績と平成16年財政再計算との帝離に関し、名目賃金  

上昇率が見通しと異なった分を除いた、年金財政への実質ベースの影響について分析している。しかし、  

実際の年金制度では、受給者になってからは、65歳までは賃金上昇率で、65歳以上は物価上昇率で年金額  

が改定されていく（このほかにマクロ経済スライドによるスライド調整もあるが、ここでの議論に本質的  

な影響を与えないし、簡単にするため、ここでは考えない。）。果たして、最初の長期的な仮定は正しいの  

であろうか。   

以下では、「平成16年財政再計算に基づく公的年金制度の財政検証」での分析をもとに、賃金上昇率、  

物価上昇率の給付費に対する影響について考えてみる。この財政再計算結果に基づく財政検証では、財政  

再計算に使用されたいくつかの前提の年金財政に及ぼす影響を分析するため、その前提を変更した試算を  

行っている。その中に、年金制度や人口の要素は動かさずに、運用利回りや賃金上昇率といった経済前提  

のみを変更した場合の将来推計がある。   

その動かし方は次のようなものである。  

運用利回り  賃金上昇率   物価上昇率  

基準ケース（財政再計算）  3．2％  2．1％  1．0％  

経済変更1  3．1  1．8  1．0  

経済変更2  3．3  2．5  1．0  

（2009年度以降の前提について動かしている。）  

このように、物価上昇率は固定したままで、賃金上昇率を変更している。そのため、貸金上昇率の変動  

の影響、すなわち、貸金上昇率と固定した物価上昇率のどちらに、どのように影響されるかが観察できる。  

（2）経済前提の給付費に対する影響   

毎年度の年金給付費に影響するものとしては、受給者数とそれぞれの年金額や支給停止の状況、さらに  

は新規裁定、失権の状況などがある。経済変動はその年金額の変動に影響を与える。   

なお、上記の変更したケースでは、運用利回りも同時に、わずかではあるが動かしている。給付費には、  

運用利回りは本来直接の影響はないが、積立金の運用収入の変動がマクロ経済スライドの掛かり方に影響  

するため、給付額にも間接的に影響を与える。しかし、ここでは、いずれかのケースでマクロ経済スライ  

ドが適用されている期間については、観察対象期間としないので、結果として、運用利回りの変動の影響  

は考えなくていい。  

この前提の影響を、定常状態におけるモデルで考えると、次のようになる。定常状態を考え、かつ、将  

来のこととすると、すべての被保険者、受給者は財政再計算で見込んだ基礎率の通りに被保険者になり、  

報酬を得、その後受給者となる。当然各年度の受給者数は変わらず、被保険者歴なども同じとなる。1つ  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図5－1経済前提が変わった場合の給付費の伸び率の比較  

第3章◆平成間  
違っているのは、年金額である。年金額の算定の元となる報酬は、年度を経るに従い、全体に賃金上昇率  

分大きくなっている。従って、このような定常状態では、年金給付額は賃金上昇率で増加していく。  

（3）前提を変更した場合の試算結果から見た影響   

毎年度の給付費はその年度の受給者数と個々人の年金額で決まる。つまり、   

給付費総額 ＝ ∑個々人の年金給付額  

＝ ∑個々人の年金額×（1一支給停止割合）  

＝ ∑p，×b．  … … ①   

ここに、P．は受給者をグループ分けしたときの人数であり、人口要素を代表する。なお、これには支  

給停止等の経済前提の動きに関係のない事項の影響も含めて考えることとする。また、blはp．グループ  

の年金額の平均とする。   

ここで、経済前提のみを変更した場合、受給者数やその支給停止状況などは変化しない。   

つまり、①式の年金給付額b，がスライドされるだけである。   

さらに、  

財政再計算におけるn年度の給付費総額  A。  

経済前提を変零した場合のn年度の給付費総額  Bn  

として、  

R。＝B。／A．、  ‥ ‥ ‥‥‥ ②  

とおくと、人口の年齢別の変動が極端に動かない限り、近似的には、Rnからはp．という人口要素の影響  

は概ね消え、財政再計算の基準時点からの給付の伸び率、つまり、経済前提での報酬や年金改定の影響の  

累計の比であると見なすことが出来る。   

このR．、の伸び率を、  

一席生年金 経済変更2   
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横軸より下に推移している曲線が、経済変更1一賃金上昇率が低くなった場合－であり、上に推移して  

いる曲線が経済変更2一賃金上昇率が高くなった場合－である。   

最初の数年間（2q10年度まで）は、経済前提は変更していないため、Pの動きは0である。その後2020  

年度あたりまでは、グラフの数値は、経済変更1でマイナス0．1～0．15％、経済変更2で、プラス0．1～0．2％  

の伸びがみられる。その後大きく動いているのは、マクロ経済スライドの適用期間の違いによるスライド  

調整の差の影響である。2040年度頃から以降は、やや波がみられるもののほぼ横ばいである。  

（4）長期的な影響   

経済要因の変動の長期的な影響は、図5－1の2040年度頃より後のところで観察できる。グラフをみると、  

経済変更1では、マイナス0．3％のあたりを、経済変更2では、プラス0．4％のあたりを動いている。この  

数値は、先に見た、経済前提の中の賃金上昇率の基準ケースとの差と同じである。   

この頃の受給者は、概ね財政再計算の基準時点以降に裁定された着であり、また、年次が後になるほど、  

その被保険者期間も基準時点以降のみの者が増えていく（モデル計算に近づいてくる。）。   

これは次のように考えることができる。将来推計では、性、年齢、加入期間別にグループ区分をし、推  

計していく。ある年度（t）とその翌年度（t＋1）の受給者を性、年齢別にグループ別に眺めてみると、規模は  

もともとの出生状況によって異なっているが、加入期間の分布は同じである。また、性別や年齢別の分布  

も同じである。つまり、相似形をしているといえる。1点違っているのは、年金額の基礎となる標準報酬  

である。（t十1）年度の受給者は全体として、（t）年度の受給者よりもー一年後に動き出している。そのため、  

… … … ・③  p．、＝ R．1．1／R¶ －1  

と置くと、これは各年度の経済前提の遠いによる給付費の伸びの違いとなる。   

このβの動きを図にすると、図5－1のようになる。  
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第3章◆平成＝脚  
標準機酬も1年分の貸金上昇率がかかることとなる。従って、経済前提を動かした場合の影響は、その賃  

金上昇率にほぼ同じとなる。   

ただ、グラフをみると、長い周期での脈動が見られる。これは、先ほどの②式から③式を出すときに、  

人し1の変動を無視して、①式の∑を無視した影響であり、人［】の年齢構成の変動が、受給者の各年度にお  

ける年齢分舶こ影響し、各コーホートのもつ総年金額への影響度合が変わってくるためと考えられる。  

（5）短期的な影響   

直近での様子は、2020年度頃までの動きに現れている。それによると、経済変更1でマイナス 0．1～  

0．15％、経済変更2で、プラス0．1～0．2％の伸びであり、賃金上昇率のほぼ3分の1程度の影響となって  

いる。   

これは、  

ア．受給権者の過去の報酬の伸びには、長期的な影響で見たような規則性がないこと  

イ．現状では受給者数が増加しており、相対的に65歳以上の受給権者の割合が多く、物価上昇率のみ  

の改定の影響が出ていること  

なとが考えられる。  

（1）で見たように、財政再計算結果に基づく財政検証では、物価上昇率を動かした場合の試算は行ってい  

ない。従って、物価、賃金の両上昇率が変動した場合の予想は困難である。ただ、本章第4節でみている  

実質的な運用利［ロ】りは、物価上昇率の実績と再計算での見込みの違いの影響を考慮すると、実際にはさら  

に大きなものであろうと考えられる。  

（6）その他  

・可処分スライドによる賃金⊥昇率との遠いや、再計鄭寺点で解消していないマイナススライドの凍結  

分は、基準ケース（財政再計算）及び経済変更ケースのいずれのケースでも考慮されており、基準ケ  

ースからの離れ具合をみている今回の比較では、その影響は考えなくて良い。   

・支出には、給付費と基礎年金拠山金がある。基礎年金拠出金の支出に占める割合は、平成16年財政  

再計動こよると、足卜では、厚生年金と私学共済は約1／3、国共済と地共済では約2割であるが、  

将来的には厚生年金では4割を超し、共済では約3割となるなど財政から見てもかなりのボリューム  

となる。しかし、基礎年金拠出金も同じ経済前提で伸びていくと仮定されているため、基礎年金拠出  

金を含めた支出合計で見ても、各年度の影響は図51とほとんど変わらないものとなる。   

・β．＝ R．り、／R，－1の長期的な動向が、経済前提の中の賃金上昇率の基準ケースとの差と同  

じであるという状況は、仮に、R，、＝Ii‖／A。がnによらない定数値になっていたとしても変わら  

ない。このことは、物価上昇率等も含む経済前提の設定が変動することにより同一時点における給付  

費の規模が変動するが、その影響は上記の分析には現れないことを示す。  
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